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１．はじめに 

 現在，北見市のバス交通は学生と高齢者の利用が

多く，中でも 70 歳以上の高齢者は北見市から補助を

受け，無料でバス交通を利用することができる．無

料バス利用者は全体の約 40％を占めており，また，

無料バス補助に必要な補助金は年間 1 億 3 千万円を

超えている．今後の高齢化の進行により，無料バス

利用者や北見市が支出する補助金が増加していくこ

とが考えられる． 

 一方，最近の研究で公共交通を利用することは適

度な運動や判断能力を必要とすることから，健康に

良いということが明らかとなっている．このことか

ら，バス交通を単なる交通手段としてではなく，健

康維持のための手段としてとらえる考え方が広まっ

ている．このように，バス交通を利用することで健

康が維持できるのならば，医療費，延いては社会保

障費の削減につながるのではないかと考える． 

 そこで本研究は，北見市を対象に，バス交通利用

が増加することによる財政支出の増減を比較し，ク

ロスセクターベネフィット 1）の観点から，老研式活

動能力指標を用いて，公共交通利用と財政支出の関

係を分析することを目的とする． 

２．老研式活動能力指標 

 古谷野ら 2）は，一般的な在宅高齢者の活動能力を

測定する指標として老研式活動能力指標を開発した． 

 本指標は，表-1 に示す 13 項目の質問で構成される 

 
質問項目 下位指標
バスや電車を使って一人で外出できますか
日用品の買い物ができますか
自分で食事の用意ができますか
請求書の支払いができますか
銀行預金，郵便貯金の出し入れが自分でできますか
年金などの書類が書けますか
新聞を読んでいますか
本や雑誌を読んでいますか
健康についての記事や番組に興味はありますか
友だちの家を訪ねることがありますか
家族や友だちの相談にのることがありますか
病人を見舞うことができますか
若い人に自分から話しかけることがありますか

手段的自立

知的能動性

社会的役割

  

指標である．13 の質問は 3 つの下位指標に分類され，

特に社会的役割としての活動能力を評価できる貴重

な指標として現在でも活用されている． 
３．アンケート概要 

 本研究では，高齢者の公共交通利用と健康の実態

を把握するために，アンケート調査を実施した．ア

ンケート調査の概要を表-2 に示す．調査には指標を

構成するための項目も含まれる． 

 

調査対象 北見市ことぶき大学在籍の高齢者

調査日 2013年11月7日
調査方法 会場アンケート調査

配布票数 229票
回収票数 186票　（回収率　81.2％）

調査項目
個人属性，公共交通利用頻度，
老研式活動能力指標，医療費

 

４．公共交通利用と財政支出の関係 

４．１ 分析概要 

本研究の分析概要を図-1 に示す．高齢者のバス交

通利用増加により，無料バス補助金の増加が考えら

れる．しかし一方，高齢者のバス交通利用が彼らの

健康の維持増進に寄与するなら，バス交通利用によ

る医療費，延いては社会保障費の削減が考えられる． 

 このように，事業評価の便益を単独の事業ではな

く，関係する複数の事業の便益をあわせて評価する 

 

 

   

表-2 アンケート調査概要 

表-1 老研式活動能力指標の構成項目 

図-1 分析概要図 
キーワード 路線バス，老研式活動能力指標，クロスセクターベネフィット，財政 
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ことをクロスセクターベネフィットという．本研究

では，このクロスセクターベネフィットの観点から，

これらの財政支出の増減を比較し，高齢者のバス交

通利用が増加することが財政支出削減に効果がある

ことを示す． 

４．２ 無料バス補助金の試算 

無料バス補助金の試算は，まず，高齢者のバス交

通利用割合と利用人数，平均バス交通利用回数を仮

定する．次に，高齢者のバス交通利用の増加率と増

加回数を設定し，高齢者のバス交通利用人数から全

体のバス交通利用増加回数を求める．最後に，過去

の無料バス補助金と無料バス利用回数の関係を用い

ることで，バス交通利用増加による無料バス補助金

の増加を試算する． 

４．３ 社会保障支出の試算 

 アンケート結果から，老研式活動能力指標とバス

交通利用回数，医療費を用いて回帰分析を行い，こ

れらの関係からバス交通利用の増加による医療費の

減少を計算する．図-2 の回帰分析より，バス交通を

利用する回数が多い人ほど，老研式活動能力指標の

得点が高いということが考えられる． 

次に，計算した医療費から国民健康保険制度によ

る医療費の負担割合の 3 割負担（後期高齢者は 1 割

負担）を考慮し，社会保障費を逆算する．最後に，

バス交通利用が増加しなかった場合についても同様

に計算し，社会保障費を比較することで，バス交通

利用増加による社会保障費の削減を試算する． 

 
４．４ 公共交通利用と財政支出に関する分析 

 高齢者のバス交通利用率の増加を10％から50％ま

での 10％刻みで設定し，上記の方法で無料バス補助

金の増加と社会保障支出の減少を試算する．そして，

それぞれの財政支出の増減を高齢者のバス交通利用

者増加率毎に比較すると，図-3 のような結果が得ら

れた． 

図-3 より，高齢者のバス交通利用が増加すること

により無料バス補助金が増加することが考えられ，

その額は最大約 1 千万円になると試算される．しか

し一方，高齢者のバス交通利用増加により社会保障

費が最大約 3 億円削減できると試算されており，無

料バス補助金の増加より社会保障費の削減額の方が

多いため，高齢者のバス交通利用が増加することに

より，財政支出が削減できることが考えられ，その

額は高齢者のバス交通利用が多くなればなるほど増

加すると考えられる．また，バス交通利用増加割合

毎に見ると，支出増加の約 30 倍というオーダーで支

出が削減できるということが考えられる． 

 

５．まとめ 

 本研究では，老研式活動能力指標を用いて高齢者

の公共交通利用と財政支出との関係性を分析した．

結果として，高齢者の公共交通利用が増加すること

により，財政全体としての支出が削減できることが

明らかとなった．今後は，調査対象や調査項目を拡

大することで，より正確な分析を行う必要があると

考える． 
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図-3 バス交通利用と財政支出の関係 

図-2 老研式活動能力指標とバス交通利用 
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